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平成２９年度の主な取組内容 

京浜河川事務所管内における主な取組内容 

  ・タイムラインの作成（自治体） 
  ・新たな洪水浸水想定区域図の公表および自治体へのデータ提供（国） 
  ・水防災教育、出前講座、講習会等の実施（自治体・国） 
  ・排水計画の作成に向けた基礎調査（国）  等 

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

  ①水防災教育、出前講座、講習会等の実施（継続実施、充実化）（自治体・国） 

  ②合同水防訓練、共同点検等の実施（継続実施、充実化） （自治体・国） 

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組 

   排水ポンプ車の一次参集場所、配置場所、排水対策等の検討（国） 

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

  ①新たな洪水ハザードマップの作成（自治体） 

  ②まるごとまちごとハザードマップの検討（自治体） 

  ③緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信（国） 

  ④ホットライン時に活用する情報の事前提供（国） 

  ⑤広域避難計画の作成に向けた基礎情報整理（国） 

大規模水害に対し、｢逃げ遅れゼロ｣、｢社会経済被害の最小化｣をして、Ｈ２８年度は、主に以下の取組を実施。 



京浜河川事務所管内における主な取組内容 

           
１）ハード対策の主な取組 
■洪水を河川内で安全に流す対策  ■危機管理型ハード対策  ■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備                          

概ね５年で実施する取組 
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２）ソフト対策の主な取組 

(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

■情報伝達、避難計画等に関する取組 

①住民の避難行動、迅速な水防活動を支援するための水位計やライブカ
メラのリアルタイムの情報提供 

②避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成 

③タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施 

④想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーション
、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表 

⑤想定最大規模降雨による洪水ハザードマップの策定 

⑥近隣市区と連携した広域避難計画の作成及び都市部における垂直避難
の検討 

⑦要配慮者利用施設への対応等を考慮した避難計画の作成 

⑧日常時から水防災意識の向上を図るため、案内板等の整備や電柱等に想
定浸水深などを標識として表示する「まるごとまちごとハザードマップ」の検
討 

⑨気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の可能性の提供」を実施 

■防災教育や防災知識の普及 

①水災害の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置 

②水防災意識社会の再構築のための説明会・講習会の開催 

③教員を対象とした講習会の実施 

④小学生を対象とした水防災教育の実施 

⑤出前講座等の講習会の実施 

           

(2)洪水氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防
活動の取組 

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に向けた取組 

①水防団等への連絡体制の確認と伝達訓練の実施 

②水防団同士の連絡体制の確保 

③水防団や地域住民が参加する重要水防箇所等の共同点検 

④関係機関が連携した水防訓練の実施 

⑤水防活動の担い手となる水防団等の募集の促進 

           

(3)一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を
可能とするための排水活動の取組 

■排水活動及び施設運用の強化に関する取組 

①排水機場・樋門・水門等の情報共有、排水手法等の検
討を行い、大規模水害を想定した排水計画（案）を作成 

②排水訓練の実施 
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

京浜河川事務所では、想定最大規模降雨による洪水を対象とした洪水ハザードマップ策定のため洪水

浸水想定区域図の電子データを自治体へ提供しました。 

自治体では、作成のポイントを踏まえた住民にとって分かりやすい情報提供が重要です。 

また、印刷物による配布や公共機関等人が集まる施設の掲示板への掲示等により、住民に周知するこ

とが重要です。 

■新たな洪水ハザードマップ作成のポイント 
 ①「早期に立ち退き避難が必要な区域」を検討し、洪水ハザードマップに明示 
 ②事前に地域の水害特性等を十分に把握・分析の上で作成 
 ③住民目線の洪水ハザードマップとなるよう、「災害発生前にしっかり勉強する場面」、「災害時に緊急的に確認する場面」を想定して作成 

周知の方法（例） 

印刷物による配布（広報誌、行政窓

口、訓練、公共施設等） 

インターネット 

多数の人が利用する機会の多い場

所への掲示     

防災関連イベントを通じた広報 

マスメディアを通じた広報 

【作成例】 
 昭島市 
ハザードマップ 

①新たな洪水ハザードマップの作成 

・平成28年11月24日公表 
・想定最大規模降雨を対象 



①新たな洪水ハザードマップの作成 

希望する自治体には、破堤点ごとの想定最大規模降雨及び計画規模降雨による氾濫シミュレーション

結果の電子データを提供しています。 

■破堤点ごとの 
 電子データの提供 
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

最大浸水深 

浸水到達時間 

この破堤点ごと
に最大浸水深や
浸水到達時間を
確認できる 

調布市多摩川５丁目が決壊

柴崎駅

国領駅
布田駅

調布駅

多摩川駅

調布市役所

稲田堤駅

柴崎駅

国領駅
布田駅

調布駅

多摩川駅

調布市役所

稲田堤駅

３０分未満 １時間未満 ２時間未満
６時間未満

３時間未満

１２時間未満



地域の洪水に関する情報の普及を目的として、生活空間である市街地に水害に関係する情報を表示す

る「まるごとまちごとハザードマップ」の取り組みを推進しています。 

多摩市では、洪水ハザードマップや「水害対策カルタ」（人の目に留まるように水害対策に関する事項を

イラストで表現）など変圧器等の地上機器を利用して掲示する新たな取組を行っています。 

②まるごとまちごとハザードマップの取組 

電柱への巻き付け看板  正面「洪水ハザードマップ」 側面「水害対策かるた」 

出典：多摩市（http://www.city.tama.lg.jp/dbps_data/_material_/_files/000/000/025/054/siryou3.pdf） 
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

多摩市 

無電柱化に伴う変圧器等の地上機器の有効利用 

「まるごとまちごとハザードマップ」とは 
 水害ハザードマップ作成の手引き（H28.4）
では、水害に関する情報の普及を目的とし、
生活空間である市街地に、臨場感を持って
水害を認識し、避難の実効性を高めるため
の工夫として、水災にかかる各種情報（想定
浸水深、過去の浸水実績、避難所の方向
等）を洪水関連標識として表示することが有
効と示しており、国土交通省では、まるごと
まちごとハザードマップを推進しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 設置イメージ 



携帯電話会社 

 （NTTﾄﾞｺﾓ、KDDI・沖縄ｾﾙﾗｰ、 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ（ﾜｲﾓﾊﾞｲﾙ含む）） 

河川管理者（国） 
・気象庁 

洪水予報作成・発表 
（地方整備局） 

関係市町村、報道機関等 

一般住民 

メール・
FAX等 

緊急速報メール 洪水情報 

追加!! 追加!! 

テレビ・ラジオ 

インターネット等 

洪水情報のプッシュ型配信イメージ 

従来 

従来 

※今回のメール配信は、国土交通省が発信元となり、携帯電話事業者が提供する「緊急速報メール」のサービスを活用して洪

水情報を携帯電話ユーザーへ周知するものであり、水害時に流域住民の主体的な避難を促進する取組みとして国土交通省が

実施するものです。 

※洪水情報とは、指定河川洪水予報の氾濫危険情報（レベル４）及び氾濫発生情報（レベル５）の発表を契機として、流域住民の主体

的な避難を促進するために配信する情報です。 

③緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信 
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国土交通省では、流域住民の主体的な避難を促進するため、平成２９年５月１日から、国が管理

する河川において、携帯電話事業者が提供する「緊急速報メール」を活用した洪水情報のプッ

シュ型配信を開始しています。京浜河川事務所では、多摩川・浅川・鶴見川・相模川が対象です。 

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 



【見本】 
（件名） 
河川氾濫のおそれ 
（本文） 
○○川の○○（○○市）付近で
水位が上昇し、避難勧告等の目
安となる「氾濫危険水位」に到
達しました。堤防が壊れるなど
により浸水のおそれがあります。 
防災無線、テレビ等で自治体の
情報を確認し、各自安全確保を
図るなど適切な防災行動をとっ
てください。 
本通知は、関東地方整備局より
浸水のおそれのある市町村に配
信しており、対象地域周辺にお
いても受信する場合があります。 
（国土交通省） 

【見本】 
（件名） 
河川氾濫発生 
（本文） 
○○川の○○市○○地先（○岸、
○側）付近で河川の水が堤防を
越えて流れ出ています。 
防災無線、テレビ等で自治体の
情報を確認し、各自安全確保を
図るなど適切な防災行動をとっ
てください。 
本通知は、関東地方整備局より
浸水のおそれのある市町村に配
信しており、対象地域周辺にお
いても受信する場合があります。 
（国土交通省） 

【見本】 
（件名） 
河川氾濫発生 
（本文） 
○○川の○○市○○地先（○岸、
○側）付近で堤防が壊れ、河川
の水が大量に溢れ出しています。 
防災無線、テレビ等で自治体の
情報を確認し、各自安全確保を
図るなど適切な防災行動をとっ
てください。 
本通知は、関東地方整備局より
浸水のおそれのある市町村に配
信しており、対象地域周辺にお
いても受信する場合があります。 
（国土交通省） 
 

②-ⅱ 河川氾濫発生 
（堤防が壊れ、河川の水が
大量に溢れ出している時） 

②-ⅰ 河川氾濫発生 
（河川の水が堤防を越えて流れ出
ている時）  

①河川氾濫のおそれ  

○洪水情報の例 
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

③緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信 

洪水情報のプッシュ型配信では、以下文案例のように緊急速報メールが住民に配信されます。 



対象河川・配信先   

※配信先の周辺市町村にも「緊急速報メール」が配信される事がありますので、ご留意ください。 
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

③緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信 

河川 基準観測所 配信先自治体 

多摩川 

調布橋 
 東京都八王子市、立川市、青梅市、府中市、昭島市、調布市、 
 日野市、国立市、福生市、多摩市、羽村市、あきる野市 

石原 

 東京都世田谷区、府中市、調布市、日野市、国立市、狛江市、多摩市、稲城市 

 
 神奈川県川崎市（中原区、高津区、多摩区） 

田園調布（上） 

 東京都品川区、世田谷区 
 
 神奈川県川崎市（川崎区、幸区、中原区、高津区、多摩区） 

浅川 浅川橋  東京都八王子市、日野市、多摩市 

鶴見川 綱島  神奈川県川崎市（川崎区、幸区） 

相模川 神川橋  神奈川県平塚市、茅ヶ崎市、寒川町 

赤字：本専門部会を構成する自治体 



④ホットライン時に活用する情報の事前提供 

ホットライン時に有効活用するための情報として、各自治体別に、観測所の水位情報や最も早く

氾濫する恐れのある箇所の位置・水位の情報に関する資料を提供していきます。 

川の防災情報にリンク 
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

一目で最も早く氾濫の
恐れがある箇所の氾濫
危険水位が把握可能 

氾濫危険水位箇所 

京浜河川事務所ホームページにリンク 

Ｂ市における危険水位箇所を提供 

自治体内で最も早く氾濫の恐
れがある箇所の位置・水位の
情報を分かりやすく提供 

Ｂ市 Ａ市 



⑤広域避難計画の作成に向けた基礎情報整理 

市区町内の広範囲が浸水する場合等を想定し、市区町内だけではなく、隣接市区町の避難場所へ

の広域避難（避難所への受け入れ等）や避難経路についても事前に検討・調整しておく必要があ

ります。 

京浜河川事務所では、広域避難計画の必要性や現在の協定の状況等、計画作成に向けて必要な情

報を把握するための基礎調査（ヒアリング等）を行います。 

   ２）現状の減災に係る取組状況 
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

（川崎市幸区のハザードマップに他の自治他への避難方向（矢印）を
加筆したイメージ図であり、実際のハザードマップとは異なります） 

自治体内での避難場所の確保が困難な場合、隣接自治体と協議を行い、被災住民受け入
れに関する協定等を締結し、ハザードマップにも避難の方向を矢印等で示し周知を図る 

（大田区のハザードマップに他の自治他への避難方向（矢印）を加筆
したイメージ図であり、実際のハザードマップとは異なります） 



⑤広域避難計画の作成に向けた基礎情報整理 
   ２）現状の減災に係る取組状況 
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

■大磯町と平塚市は、非常時の避難所相互利用
協定を締結 

一部の自治体間では、既に避難所相互利用の協定を締結しています。 

出典：横浜市記者発表資料（平成27年11月10日鶴見区総務課） 
出典：大磯町ホームページ 

■横浜市鶴見区、川崎市川崎区・幸区では、包括
連携協定を締結 



■事例 マイタイムライン検討会を実施① 

出典：鬼怒川・小貝川減災対策協議会 
    および下館河川事務所ホームページ 
     （マイタイムラインの抜粋部分） 
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

公共の
動き 

記入例 
記入の
ﾎﾟｲﾝﾄ 

マイタイムライン記入例の抜粋↓ 



出典：鬼怒川・小貝川減災対策協議会 
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

■事例 マイタイムライン検討会を実施② 



手回し発電機による竜巻実験 

■小学生を対象とした水防災教育の実施 

川崎市と京浜河川事務所が協力し、小学生3～6年生を対象に『多摩川 めざせ！ 

 防災とお天気博士！！』を開催しました。（平成29年3月20日（月）／大師河原干潟館） 

水防災教育については、今後も専門部会の構成機関と連携し充実化に向けて取り組みます。 

ミニチュア堤防を作成する実験の様子 

・お天気のクイズや雲づくりなどのワーク
ショップ、堤防の実験、どれも非常に興味
を持たせる内容で、子供も楽しんで参加し
ていた。 

・普段意識していなかったが、治水という
観点から地域を見つめ直す良い機会に
なった。 

参加者のコメント 

クイズ形式による講座 

東京大学 知花先生による講座 

気象予報士・防災士 関口さんによる講座 
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２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

①水防災教育、出前講座、講習会等の実施 

川崎市 
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《主なご意見・要望等》 

 まずは、多摩川流域の学校が地区毎に集まって、河川事務所から話を聞くなどしてみてはどうか。 

 是非、やってみたい。持ち帰って検討したい。 

 総合的な学習の時間（小学4年生)で防災カリキュラムがあるので活用したい。 

 小学5年生の理科の学習の発展としても扱えるのではないかと感じた。 

 機会があったら、授業をお願いしたい。 

 がけ崩れに対する防災教育があるか。土砂災害についての内容を検討していただければと思う。 

 津波が発生した場合、どのように生徒を避難させればよいか知りたい。 

 局地的な雨が今後も発生するので、特に多摩川流域の小中学校での情報提供をしていくべき。 

 もう少し、具体的な資料がほしい。 

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

①水防災教育、出前講座、講習会等の実施 

■水防災教育の充実のための教育委員会への説明 

京浜河川事務所から川崎市教育委員会へ水防災意識社会への取組を説明しました。 

教育委員会からの意見等を参考に、専門部会の構成機関と連携し充実に向けて取り組みます。 

川崎市 



■防災キャラバンの開催 

京浜河川事務所、横浜市建築局、港北区役所による「防災キャラバン隊」 

 を編成し、地域への出前講座を実施しました。 

H28.10.17 城郷小机地区 

H28.10.1 新羽町南 

H28.10.2 高田東小での防災キャラバン 

H28.9.4 新吉田東での防災キャラバン 

16 

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

①水防災教育、出前講座、講習会等の実施 

横浜市港北区 



クイズ形式による講座 
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２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

①水防災教育、出前講座、講習会等の実施 

港北区 ■防災連続講座の開催 

川崎市幸区において、防災情報の活用に関する防災連続講座を実施しました。 
川崎市幸区 

幸区南加瀬地区での防災連続講座 
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２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

①水防災教育、出前講座、講習会等の実施 

港北区 ■水防災教育の充実に向けた取組 

京浜河川事務所では、本年度、水防災教育実施マニュアルとして、学年別・科目別の説明資料、実

験素材集やグッズの作成に向けた検討を行います。 

以下の具体的な支援ツールの作成に向けた検討を実施 

 教職員の指導のポイント・流れ、準備の内容、授業中の板書
方法等を示した『教育実施マニュアル』（案）の検討 

 授業等で活用可能な「プレゼンテーション資料」（案）の検討 
 実験にも応用できる「実験素材集」（案）の検討 
 ゲーム感覚で学習できる遊びの要素を取り入れた「グッズ」
の検討 

「実験素材集」（イメージ） 

板書方法（イメージ） 出典：北海道開発局防災課  https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/bousai/splaat00000034t1.html 



自然災害体験車 
 

降雨体験車 
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パネル展示  

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

①水防災教育、出前講座、講習会等の実施 

■降雨体験車・自然災害体験車・風水害等のパネル展示 

京浜河川事務所では、自治体からの依頼を受けて自治体主催の水防訓練などに、降雨体験車や自

然災害体験車の派遣、風水害や地震に関する説明パネルの展示を行っています。 

立体映像・振動・音響により、発
生するまでの予兆現象やその
恐ろしさを臨場感のある土石流
の体験ができる  

 風水害の災害に対し
ての知識や水防活動
の必要性を雨や風など
で体験できる 

鬼怒川決壊時の状況や国の対応状況の説明の他、洪水浸水想定区域図や水防工法の紹介するパネル等の展示を実施 

【派遣回数】 
平成２８年度：１０回 
平成２９年度：１０回 
 ※H29.5時点の派遣予定回数 

【派遣回数】 
平成２８年度：１０回 
平成２９年度：１１回 
 ※H29.5時点の派遣予定回数 

【展示回数】 
平成２８年度：８回 
平成２９年度：２回 
 ※H29.5時点の展示予定回数 

【降雨体験車・自然災害体験車の派遣回数】 
平成２８年度：１３回 
平成２９年度：１４回（H29.5時点の予定数） 

（平成29年度狛江市総合防災訓練など） 



■事例 コンテストの実施 ／ 中学校の水防活動の取組  
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２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

出典：九頭竜川・北川減災対策協議会 

「地域貢献する三輪中水防団」 
（岐阜市立三輪中学校） 

 
平成２８年度 水防功労者 国土交通大臣表彰受賞 

出典：岐阜市立三輪中学校ホームページ 



■事例 教員を目指す大学生への防災講座を実施 

出典：本明川流域減災対策協議会 21 

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 



月の輪工 積み土のう工 シート張り工 

土のうづくり 
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②合同水防訓練、共同点検等の実施 

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

■合同水防訓練の実施 

京浜河川事務所では、職員等（近隣自治体及び協力会社）の各種水防工法と対応策の習得を目的と

した水防訓練を行っています。水防に対する認識を高め、万全の体制で洪水に備えられるよう、継続

して取り組みます。 

■実施日：平成２８年６月８日（水） 
■実施場所：多摩川 右岸2.8k 付近高水敷 
 （川崎市川崎区大師河原地先） 
■参加機関 
・京浜河川事務所職員 
・防災エキスパート  
 （（一社）関東地域づくり協会） 
・協力会社（維持管理工事業者） 
・自治体（都築区役所、港北区役所、川崎 
 区役所） 

縄結び 



排水ポンプ車 照明車 23 

②合同水防訓練、共同点検等の実施 

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

■災害対策車両操作訓練の実施 

京浜河川事務所では、職員を対象に、災害対策用車両（排水ポンプ車、照明車）の操作訓練を行って

います。万全の体制で洪水に備えられるよう、継続して取り組みます。 

■実施日：平成２８年６月１日（水） 
      ：平成２８年６月８日（水） 
■実施場所： 
 多摩川 右岸2.8k 付近高水敷 
 （川崎市川崎区大師河原地先） 
■対象機器： 
 排水ポンプ車及び照明車 



《新素材・新技術を用いた水防工法等の紹介》 

防水性のあるゴム製の袋に水をいれることで、短

時間に防壁を築くことが可能です。また、軽くて折り

畳める素材でできているので、少ない人数での運

搬や作業を行うことができます。 

出典：府中市
（https://www.city.fuchu.tokyo.jp
/bosaibohan/saigai/kunren/goud
ousuibou.html） 
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《連結水のう工法》 《スーパーUV土のう》 

出典：キョーワ株式会社 
（http://www.kyowa-
inc.co.jp/product/civilengine
ering/post-31.html） 

「紫外線劣化防止剤」を添加して耐候性を改善した事により、

強度劣化が少なく、中期間(約2年)にわたり土のうとしての性

能が維持できます。約2年間は交換作業を実施せずに使用

できるため、トータルコストを縮減することが可能です。 

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

水害による被害の軽減を図るため、河川管理者と水防管理団体（自治体）との連携した取り組みが必

要です。水防活動を支援するための新素材・新技術等を含めた水防資機材等の配備に向けて検討を

進めていきます。 
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合成繊維(再生PET)を使用したラッセル網の袋材に、玉石・

割栗石・砕石・コンクリート塊などを現地で袋詰めすることに

より、早期の復旧や締め切りが可能です。不陸や河床変動

への追随性があり、製作・設置が現場で容易に行えます。 

出典：キョーワ株式会社 
（http://www.kyowa-
inc.co.jp/product/civilengi
neering/ecogreen.html） 

《ペットボトル再生繊維を活用した袋型根固め工》 

袋詰めから結束作業まで、所要時間20秒で土のう1袋

を作ることができ、どんな土でも対応できる自走式

（2km/h）の機器です。トラックでの運搬も可能です。 

 

出典：国土交通省 九州地方整備
局 九州技術事務所 
（http://www.qsr.mlit.go.jp/kyugi
/kiki_bousai/saigai_kikai/kikai_08
.html） 

《土のう造成機》 

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

《新素材・新技術を用いた水防工法等の紹介》 



出典：横浜市交通局 

《止水板の設置》 

止水板や防水壁の設置により、地下空間の浸水リス
ク被害が軽減されます。現在、地下鉄事業者や企業
等による導入が進んでいます。 

《仮設トイレの準備》 

被災時には、常設のトイレが活用できなくなることも想定さ
れます。移動式の屋外仮設トイレ等を事前に準備しておく
ことにより、避難地や復旧箇所に迅速な設置が可能です。 

車両型 製品例：プレジール社製「自走式トイレカー」 

ハウス型（牽引移動式） 
製品例：オリエントエコロジー社製「せせらぎオゾン＋」 

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

《新素材・新技術を用いた水防工法等の紹介》 

出典：中央防災会議「大規模水害対策に関す
る専門調査会報告」資料 

出典：九州地方整備局 

出典：横浜市交通局 
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■事例  水のう工法の試験施工の実施 

出典：鬼怒川・小貝川減災対策協議会 
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２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 



■共同点検の実施 

京浜河川事務所、地域住民・行政機関と共同で、多摩川・鶴見川・相模川における洪水に対するリス

クの高い区間（重要水防箇所等）を点検を行っています。洪水に対するリスクの高い区間の住民等へ

の周知活動として、継続して実施します。 

②水防訓練、共同点検等の実施 

実施日 

・ 多摩川 
  平成２８年６月 ３日（金）  
  平成２８年６月 ７日（火）【浅川】 
  平成２８年６月 ９日（木） 
  平成２８年６月１５日（水） 
・ 鶴見川   
  平成２８年６月１４日（火） 
・ 相模川 
  平成２８年６月１３日（月） 

参加者 

・自治会等地域の方々 
・消防団、水防団 
・行政機関 
（東京都、神奈川県、川崎市、横浜
市、横浜市鶴見区、横浜市港北区、
横浜市都筑区、平塚市、茅ヶ崎市、
寒川町、大田区、世田谷区、八王子
市、日野市、国立市、立川市、狛江
市、調布市、稲城市、府中市、多摩
市、青梅市、羽村市、あきる野市、
福生市、昭島市、警察署、気象台） 
・京浜河川事務所 
・報道機関 

鶴見川 

 川崎市幸区南加瀬五丁目地先 

浅川 

西平山地先 

相模川 

茅ヶ崎市中島地先 

多摩川 

 府中市是政五丁目地先 
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２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 



排水ポンプ車の一次参集場所、配置場所、排水対策等の検討 
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Ⅰ 自治体毎に浸水の影響が大きい堤防決壊箇所の抽出 
  時系列浸水状況・継続時間の特徴を整理し、 氾濫水が貯留する
区間・貯留量を各自治体毎に整理 

Ⅱ 排水ポンプ車の一次参集場所や配置場所の検討 
一次参集場所、排水ポンプ車の配置可能場所、進入ルートの検討 

【H30年度以降の予定】排水計画（案）に基づいた訓練等の実施 

Ⅲ 排水対策の検討 
 自治体毎の排水ポンプ車の派遣台数（必要台数） 
 参集に必要な所要時間 
 排水に必要な燃料 
 効率的な配置場所 
 浸水解消時間の算定     
 その他方策 

多摩川水系多摩川、
浅川、大栗川洪水浸
水想定区域図（浸水
継続時間） 

多摩川における貯留
区間及び貯留量（決壊
２４時間後に１ｍ以上
の浸水箇所） 

Ⅳ 訓練計画の検討 
上記に基づくシミュレーションや訓練のシナリオの検討 

平成27年9月関東・東北豪雨 

茨城県常総市八間堀地先 

■排水ポンプ車による排水作業状況 

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組 

大規模な堤防決壊時の浸水時間を軽減させ、浸水被害の最小化を目的とした排水計画の検討を行い

ます。 

昨年度の基礎調査を踏まえ、本年度は、排水ポンプ車の一次参集場所、配置場所、排水対策等につ

いて検討します。 

H29年度検討 

H29年度検討 



出典：「排水ポンプ車（３０m3/min級）の取り扱い（水資源機構利根
導水総合事業所）」 

《排水ポンプ車の配置箇所の条件》 
3.5m以上の通路幅が確保されアクセス可能である
こと、水深1.0m以上の確保が可能であることとする。 
また、作業スペースとして１台あたり20m×4.5mを
確保する必要がある。 

※排水作業箇所には 照明車の
配置も必要とする 
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照明車 

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組 

排水ポンプ車の一次参集場所、配置場所、排水対策等の検討 

洪水氾濫シミュレーションから浸水が継続するエリアを整理した上で、排水作業が可能な場所（条件）

に該当する箇所を抽出し、排水ポンプ車の配置可能台数、稼動時間、アクセス等について具体的な作

業計画を検討します。 

破堤地点付近では、堤防天端

に「乗り越し対策」を実施し、復

旧作業用車両の通行を確保。 

排水ポンプ車配置計画図（例） 

ポンプ車配置可能箇所 



■事例  排水訓練の実施 

出典：関東地方整備局 荒川上流河川事務所 
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３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組 
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洪水を河川内で安全に流す対策として、堤防高が低いなど当面の目標 に対して流下能力が不足して

いる箇所の堤防整備や河岸侵食・洗掘のおそれが ある箇所の護岸整備等を行っています。  

多摩川における平成28年度の進捗状況は以下の通りです。 

■ハード対策の取組 

   洪水を河川内で安全に流す対策 

多摩川 

策」の一環として、当該地区において浸透対策を実施し、早期に治水安全度の向上を図ります。 

実施区間延長 
（重複無し） 

内訳 

流下能力対策 侵食・洗掘対策 

当初 5.0km 4.4km 0.5km 

平成28年度 
整備済み延長 

1.25km － 

残延長 3.15km 0.5km 

 ●:流下能力対策   ●：侵食・洗掘対策 

：平成２８年度整備済み箇所 

(L=0.15km済) 

※浅川については、 
6月完了予定 
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決壊までの時間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を工夫する対策（危機管理型ハード対策）として、

堤防における『堤防天端の保護』『堤防裏法尻の補強』を実施しています。 

多摩川における平成28年度の進捗状況は以下の通りです。 

：平成２８年度整備済み箇所 

多摩川 

L=2.68km（L=0.88km) 

実施区間延長 
（重複無し） 

内訳 

天端の保護 裏法尻の補強 

当初 8.8km 8.0km 0.9km 

平成28年度 
整備済み延長 

3.37km － 

残延長 4.6km 0.9km 

■ハード対策の取組 

   危機管理型ハード対策 



■ハード対策の取組 

   簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等の設置 
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京浜河川事務所では、簡易水位計やCCTVカメラを設置し、リアルタイムで河川や河川管理施設の

状況を把握しています。 

多摩川において、平成28年度に簡易水位計を４箇所に設置しました。設置した簡易水位計のデータ

は、川の防災情報で確認することができます。 

水晶式センサー 簡易水位計 設置状況 

簡易水位計 
設置位置図 

川の防災情報へリンク 

簡易水位計設置箇所 

①六郷橋下流 左岸 5.2k 大田区東六郷3丁目 

②川崎区登戸 右岸 22.8k 川崎市多摩区登戸 

③上宿河原堰上流 右岸 26.8k 川崎市多摩区菅稲田堤2丁目 

④日野市落川 右岸 36.9k 日野市落川 

⑤国立市谷保 左岸 38.9k 国立市谷保 

⑥日野市栄町 右岸 41.5k 日野市栄町1丁目 

⑦昭和用水堰上流 左岸 47.8k 昭島市拝島町5丁目 
① 

② 

③ 
④ 

⑤ 
⑥ 

⑦ 


